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１．木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明方法

①森林認証とＣｏＣ認証を活用した方法
森林認証（FSC、PEFC、ＳＧＥＣ等）を取得した森林から生産された木材・木材製品が、それ以外

の木材と混じらないよう、CoC認証制度により、適切に分別管理されていることを評価・認証（認証
マークが押印された木材・木材製品、伝票等をもって証明）

②業界団体による自主的行動規範に基づく事業者認定による方法

関係団体は、合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品を供給するための自主的行動
規範を作成。団体の認定事業者が直近の納入先の関係事業者に対して、その納入する木材・木
材製品が合法性、持続可能性を証明されたものであり、分別管理されていることの証明書を交付。
生産・加工・流通の各段階で証明書の交付を繰り返して行い、証明の連鎖を形成することにより証
明。

③個別企業による自主的な証明方法

規模の大きな企業等が独自の取組によって森林の伐採段階から納入段階に至るまでの流通経
路等を把握した上で証明。

２．証明書の保管等

事業者は、証明書を一定期間保管、その証明の根拠を求められた場合は関係書類等を提示

木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン



調査品目： 木材製品７品目
①コピー用紙 ②鉛筆 ③ファイル ④ノート ⑤事務用封筒 ⑥いす ⑦机

調査対象： ５省（法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省）の６９機関
調達木材製品： １７９製品
調査内容： 実際に合法木材製品がどの程度あるかを把握

総務省「森林の管理・活用に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」

調達機関に対し指摘

木材製品事業者のガイドラ
インの運用徹底を指摘

70製品について、納入事業

者に対し、合法性の証明が
可能であるかを確認



総務省「森林の管理・活用に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」

○木材製品事業者から合法証明書の提示が不可能であるとされた製品
のうち、グリーン購入法適合製品との表示があった製品（４製品）

 ３製品の製造等を行う３木材製品事業者
森林・林業・木材産業関係団体から認定を受けた旨の書類を入手すること
により、合法性は担保されると誤認し、合法証明書を入手していなかった

 １製品の製造等を行う１木材製品事業者
合法証明書の提示が不可能であるとする具体的な説明がない

・合法木材製品として販売する場合には、合法証明書を一定期間保管
・その証明の根拠を求められた場合には速やかに提示
・合法性の証明を行うことができない木材製品を合法木材製品として販売しない

合法性証明ガイドラインに定められた証明方法の内容を改めて周知
運用を徹底



合法証明ガイドラインの運用を徹底させるための認定団体の役割

自ら行うこと チェック

ガイドライン 自主行動規範の策定・公表

自主行動規範 事業者認定実施要領の制定

事業者認定実施要領

審査委員会の設置、厳正な審査の実施、審査結果の通知

「事業者認定書」の交付、認定事業者の名称、代表者名、住所、団体認定番号、認定年月日を公表

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告を取りまとめて公表

必要に応じて立入検査の実施、認定事業者の認定取消

認定事業者に対して行うこと

事業者認定実施要領

認定要件の
取組の徹底

分別管理に必要な場所を有しているか確認

分別管理の方法が定められているか確認

合法木材の入出荷、在庫に関する情報が管理簿等で把握できるようになっているか確認

認定事業者に関係書類の5年間保存を徹底

認定事業者に責任者を1名以上専任させる

合法木材の出荷にあたり、納品書等に認定番号及び合法材であることの記載を徹底

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告を提出させる



今後の方針

 クリーンウッド法においては、合法証明ガイドラインも活用で
きることとしているため、同法に基づく取組の信頼性を確保す
るためには、より一層のガイドラインの運用の徹底を図ること
が必要。また、林野庁としては、アンケート調査の実施等によ
り、取組状況を把握する方針。

 併せて、クリーンウッド法の施行を踏まえて、合法証明ガイド
ラインのあり方について検討を行う予定。


